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学校給食費の無償化を求める意見書 

学校給食は、学校給食法に基づき「食育の推進」を目的とし、子どもの健全な成長を支援する

重要な教育活動である。文部科学省の学校給食費に対する見解では、保護者の負担を軽減する

ために自治体が給食費を全額または一部補助することが可能であり、多くの自治体がこの支援

を実施している。 

2016年３月の内閣府経済財政諮問会議では、子育て支援策として給食費の無償化が提案され、

2023年４月には「こども家庭庁」が発足し、全国的な実態調査が進められているところである。

昨年９月時点では1741自治体のうち722自治体が何らかの形で無償化または一部補助を実施し

ているが、子どもの貧困対策や少子化対策における給食費の無償化は、人件費や材料費の高騰

により自治体の財政を圧迫する懸念があり、すべての自治体では実施困難な状況である。 

物価高騰や経済的困難から家庭の負担が増大している中、自治体の決断や財政状況によって

地域の格差を生じさせないようすべきであり、そのためには国の財政措置が必要不可欠である。 

このような状況を踏まえ、大口町議会は国に対し、国の責任において、すべての子ども達が栄

養のバランスのとれた食事を摂取し、さらに健康の保持・増進を図れるよう、すべての市町村に

おいて学校給食費の無償化を実現することを求める。 

よって、大口町議会は、下記の事項を実現するよう強く要望する。 

 

記 

 

1 国において学校給食費の無償化を実施すること。ただし、交付税算入とせず補助金による十

分な財政措置を講じること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和６年９月２５日 
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